
様式１
                                　　　　　　　   　　            番　　　　　　号
                                              　　　　　　　　　 平成　年　月　日
　　　　環 境 大 臣     殿 
                   　         　　　　　　　　   地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
　　　　　　　　（地方公共団体）交付申請書
　標記の補助金の交付を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第８条の規定により関係書類を添えて申請します。
　　１．国庫補助申請額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円也
　　　　　　　　　　　　　　（うち消費税等相当額　　　　　　　　　　　　円）
　　２．補助金所要額調書（別紙１）
　　３．補助金所要額内訳（別紙２）
　　４．年度別事業計画書（別紙３）
　　５．歳入歳出予算書(見込書)抜粋（別紙４）
（別紙2-B-①）補助金所要額内訳
（地方公共団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	区　分
	種　目
	車　種
	品　名
	型　式
	員　数
	対象経費内訳
	金額（円）
	備考（主に自動車の用途を記入）

	
	代エネ・省エネ自動車の導入（購入）
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	燃料等供給施設の設置
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	          　　　　　　　　　　　　　 計
	
	

	
	
	
	

	
	            　　　　　　　　　　消費税相当額
	
	

	
	                     　　　　   総　　　　計
	
	


（注）１．本様式は、交付要綱第４条(1)ウの事業について記載すること。
      ２．工種、種別、細別は工事費の積算を明らかにするため、適正な区分により記載すること。
３．本様式で積算が明らかにすることができない場合には、別に明細表、単価表等を付すこと。

（別紙2-B-②）補助金所要額内訳
（地方公共団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	区分
	種目
	車種
	品名
	型式
	員数
	リース開始年月
	リース終了年月
	リース期間
（月）
	リース月額
（円）
	リース年額
（円）
	 リース会社
	備考（主に自動車の用途を記
入）

	
	代エネ・省エネ自動車の導入（リース）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	燃料電池自動車の導入（リース）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	計
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	消費税
相当額
	
	
	

	
	総計
	
	
	


（注）１．本様式は、交付要綱第４条(1)イ(ウ)及びウの事業について記載すること。
　　　２．本様式で積算が明らかにすることができない場合には、別に明細表、単価表等を付すこと。
様式２
番　　　　　　号
平成　年　月　日
　　環 境 大 臣    殿 
                               地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体）変更交付申請書
　平成　年　月　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定通知のありました上記事業を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排
出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第１０条の規定に
より関係書類を添えて申請します。
記
１．国庫補助変更申請額　　　金　　　　　　　　　　　円也
２．変更内容
３．変更理由
　　　　　(注)具体的に記載する。　
(注)１．１の金額欄の上部に（　）書きで当初交付決定額を記載する。
２．添付書類は様式１のそれぞれに準じて変更部分について作成すること。
３．様式１の添付書類のうち補助金所要額調書（別紙１）、補助金所要額内訳（別紙２）、これに添付する工事費内訳、事務費内訳及び事業費内訳については、変更部分を２段書きとし、上段に
（　）書きで変更前の数値を記載する。
様式３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体）交付決定通知書
                                   補　助　事　業　者
　平成　　年　　月　　日付け　第　　号で交付申請のあった平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　 環境大臣　　　　　　　　印
記
　１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け　第　　　　　号交付申請書のとおりである。
　２  補助金の交付決定額は、金　　　　　　　　円である。
　　　ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
　３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、平成　　年　　月　　　日付け　第　　号交付申請書記載のとおりである。
　４　補助金の確定額は、交付すべき補助金の額と補助金の交付決定額とのいずれか低い額とする。
　５　補助事業者は、適化法、同施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱（平成　　年　　月　　日環地温発第　　　号）に従わなければならないこととする。
　６　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　  年　　月　　日とする。
　７　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。

様式４
番　　　　　　号
平成　年　月　日
　　環 境 大 臣    殿 
                              地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金

事業内容
   　　　（地方公共団体）   　　　　変更承認申請書
      　　　　　　　　　　経費配分

　平成　年　月　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定通
                                事業内容  
知のありました上記事業を下記のとおり 　　　　　　変更したいので、
                                経費配分  
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第７
　　　３
条第　　　号の規定により関係書類を添えて申請します。
     ４

記
　　１．変更内容
　　２．変更理由
　　　　　(注)具体的に記載する。　
(注) １．経費の配分の変更の場合には、「１．変更内容」欄に経費毎の変更後の基本額を記載することとし、上部に（　）書きにより当初の基本額を記載する。
２．添付書類は様式１のそれぞれに準じて変更部分について作成す　    ること。
４．様式１の添付書類のうち補助金所要額調書（別紙１）、補助金所要額内訳（別紙２）、これに添付する工事費内訳、事務費内訳及び事業費内訳については、変更部分を２段書きとし、上段に
（　）書きで変更前の数値を記載する。
様式５
番　　　　　　号
平成　年　月　日
　　環 境 大 臣    殿 
                              地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策促進事業費等補助金
（地方公共団体）補助事業中止（廃止）承認申請書
　平成　年　月　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定通知のありました上記事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、二酸
化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第７条第
５号の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１．事業名　　　　　　　
２．中止（廃止）の理由
　　　　　(注)具体的に記載する。　
３．中止（廃止）後の措置
様式６
番　　　　　　号
平成　年　月　日
　　環 境 大 臣    殿 
                             地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体）遅延報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定通知のありました上記事業について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第７条第６号の規定により指示を求めます。
記
　　１．事業名
　　２．遅延の原因及び内容
　　３．遅延に係る金額
　　４．遅延に対して採った措置
　　５．遅延等が補助事業に及ぼす影響
　　６．事業の遂行及び完了の予定
　（注）事業の進捗状況を示した工程表を当初と変更後を対比のうえ
作成し、添付する

様式７
番　　　　　　号
平成　年　月　日
　　環 境 大 臣    殿 
                           地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体）事業実績報告書
　平成　年　月　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定を受けた補助事業に係る実績について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第１３条の規定により関係書類を添えて報告します。
　　１．国庫補助精算額　　 金　　　　　　　　　　　　　　  円也（うち消費税等相当額            円）
　　２．補助金精算額調書（別紙１）
　　３．補助金精算額内訳及び事業実績書（別紙２）
　　４．歳入歳出決算書(見込書)抜粋（別紙３）
（別紙2-B-①）
補助金精算額内訳及び事業実績書
（地方公共団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（担当部課名　　　　　　　　　　　　　　（担当：　　　　））
（電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
１．事業の目的
２．本年度事業内容
（１）代エネ・省エネ自動車導入
　　①導入台数及び車種
　　②代エネ・省エネ自動車使用分野
（２）燃料等供給施設設置
　　①施設の設置場所・設置数
　　②施設の規模・構造
（３）燃料電池自動車導入
①導入台数及び車種
②燃料電池自動車使用分野
３．事業実施の経過（事業に係る契約、納入の年月日を記載）
（注）１．本様式は、交付要綱第４条(１）イ（ウ）及びウの事業について記載すること。
      ２．次の関係書類を添付すること。（写真は台帳等に貼付し概要を付記すること）
　　　　（１）代エネ・省エネ自動車については、①契約書、車検証、検収調書等の写し②代エネ・省エネ自動車の仕様書③代エネ・省エネ自動車の整備状況を示す写真
（２）燃料等供給施設については、①契約書、請書、検収調書等の写し②工事積算設計書（積算書、変更分図面）③設置場所の見取図④竣工写真（撮影日が分かるように写すこと）
（３）燃料電池自動車については、①契約書、検収調書等の写し②燃料電池自動車の仕様書③燃料電池自動車の整備状況を示す写真

（別紙2-B-②）
	
	区　分
	種　目
	車　種（品　名）
	員数
	対象経費内訳
	金額（円）
	備　考

	
	代エネ・省エネ自動車の導入（購入）
	
	
	
	
	
	

	
	 小計
	
	
	
	
	
	

	
	燃料等供給施設の設置
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	          　　　　　　　　　　　　　 計
	
	

	
	
	
	

	
	            　　　　　　　　　消費税相当額
	
	

	
	                     　　　   総　　　　計
	
	


（注）１．本様式は、交付要綱第４条(1)ウの事業について記載すること。
      ２．工種、種別、細別は工事費の積算を明らかにするため、適正な区分により記載すること。
　　　３．本様式で積算が明らかにすることができない場合には、別に明細表、単価表等を付すこと。
　　　５．交付決定時の数量、金額等を上段に（　）書きし、下段に精算時の数量等を記入すること。

（別紙2-B-③）
	
	区分
	種目
	車種
	品名
	型式
	員数
	リース開始年月
	リース終了年月
	リース期間
（月）
	リース月額
（円）
	リース年額
（円））
	リース会社
	 備考（主に自動車の用途を記入）      

	
	代エネ・省エネ車の導入（リース）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	燃料電池自動車導入（リース）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	   　　　計
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	消費税相当額
	
	
	

	
	 　　　総額
	
	
	


（注）１．本様式は、交付要綱第４条(1)イ(ウ)及びウの事業について記載すること。
　　　２．本様式で積算が明らかにすることができない場合には、別に明細表、単価表等を付すこと。
３．交付決定時の数量、金額等を上段に（　）書きし、下段に精算時の数量等を記入すること。

様式８
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）調書
                                                                                                            　　（地方公共団体名：　　　　　　　　　　　　　　）
環境省所管                                                                                                                                      （単位：円）
	国
	地  方  公  共  団  体
	　備　　　　　考

	歳 出 予 算
科　　　目
	交 付 決 定
の　　　額
	補 助 率
	歳　　　　入
	歳　　　　　　　　　　　　　　　出
	

	
	
	
	 科　  目
	予算現額
	収入済額
	 科    目
	予算現額
	うち国庫
補助金
相当額
	支出済額
	うち国庫
補助金
相当額
	翌年度
繰越額
	うち国庫
補助金
相当額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１） １．事業区分が複数にわたる場合は、各事業区分ごとに分けて記載し、その事業区分を「備考」欄に記載する。
２．「国」の「歳出予算科目」は、項及び目を記載する。（項：エネルギー需給構造高度化対策費　目：二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）
３．「地方公共団体」の科目は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記載する。　　　　　　　　　　                    ４．「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかに　　して記載する。                                                                                                                                  
５．「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載する。                                                                                           　　　   ６．補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準ずるこ　と。この場合において、地方公共団体の歳入の「科目」に「前年度繰越分」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下段に国庫補助金額を内書　(　）をもって付記する。
 （注２）　請負契約その他の契約を締結したときは①予定価格見積調書又はこれにかわるべき書類、②競争公告又はこれにかわるべき書類、③入札書及び入札経過調書又はこれにかわるべき書類、④契約書又はこれにかわるべき書類（工事請負契約書には当該工事の仕様書及び見積明細書を添付しておくものとする。）等の関係書類を５年間整理保存しておくものとする。

様式９
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）調書
                                                                                                            　　（市区町村名：　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　                                                                                                                                      （単位：円）
	都　　道　　府　　県
	市    区    町   村
	　備　考

	歳 出 予 算
科　　　目
	交 付 決 定
の　　　額
	 補助率
	歳　　　　　　入
	歳　　　　　　　　　　　　　　　出
	

	
	
	
	 科　  目
	予算現額
	収入済額
	うち国庫
補助金
相当額
	 科    目
	予算現額
	うち国庫
補助金
相当額
	支出済額
	うち国庫
補助金
相当額
	翌年度
繰越額
	うち国庫
補助金
相当額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）１．事業区分が複数にわたる場合は、各事業区分ごとに分けて記載し、その事業区分を「備考」欄に記載する。
２．「市区町村」の科目は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記載する。　　　　　　　　　　                      
３．「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかにして記載する。                                                                                                                                    
４．「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載する。                                                                                           　　　            ５．補助事業等の市区町村の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準ずること。           この場合において、市区町村の歳入の「科目」に「前年度繰越金」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下欄に国庫補助金額を内書（　）を           もって付記する。
（注２）　請負契約その他の契約を締結したときは①予定価格見積調書又はこれにかわるべき書類、②競争公告又はこれにかわるべき書類、③入札書及び入札経過調書又はこれにかわるべき書類、④契約書又はこれにかわるべき書類（工事請負契約書には当該工事の仕様書及び見積明細書を添付しておくものとする。）等の関係書類を５年間整理保存しておくものとする。

様式１０
番　　　　　　号
平成　年　月　日
　　環 境 大 臣    殿 
                              地方公共団体の長  　印
平成　年度消費税及び地方消費税に係る
仕入控除税額報告書
　平成　年　月　日付け　　　第　　　号をもって補助金の交付決定を受けた補助事業について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地
方公共団体）交付要綱第７条第８号の規定により次のとおり報告します。
１　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく額の確定額又は事業実績報告額
                           金                    円
２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（要国庫補助金返還相当額）
                           金                    円
　（注）別添参考となる書類（２の金額の積算の内訳等）
様式１１
番　　　号
年　　月　　日
　　環 境 大 臣    殿 
                              地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体）事業遂行状況報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）の遂行状況について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第１２条の規定により下記のとおり報告します。
記
	経費の区分
	計画額
	実施額
	遂　行　状　況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式１２
第　　　　　　号
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
　　　  （地方公共団体）交付額確定通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                            補　助　事　業　者
　平成　　年　　月　　日付け　　　第　    　号で交付決定した平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）につ
いては、平成　　年　　月　　日付け番号による事業実績報告書に基づ
き、交付額を　　　　　　　　　　　円に確定したので通知する。
　　平成　　年　　月　　日
環境大臣　　　　　　印
様式１３
番　　　　　　号
平成　年　月　日
　　環 境 大 臣    殿 
                             地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地方公共団体）財産処分等承認申請書
　平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）により取得した財産等について、下記のとおり処分（使用目的の変更、譲渡、交換、貸付け、担保提供）をしたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地方公共団体）交付要綱第１７条の規定により申請します。
記
１．事業名　　　　　　　
２．処分(使用目的の変更、譲渡、交換、貸付け、担保提供)をしようとする財産等
(単位：円)

　　　　　　　　　　　
	財産等の種類
	財産等の名称
	数　量
	取得価格
	取　得
年月日
	残存価格

	
	
	
	単価
	金額
	
	単価
	金額

	
	
	
	
	
	
	
	


３．処分(使用目的の変更、譲渡、交換、貸付け、担保提供)を必要とする理由及びその方法

